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はじめに
　1997年、精神保健福祉士の国家資格化にともな
い、その指定科目のひとつである「精神保健福祉
援助実習（以下、現場実習）」は、人材育成の実践
教育、主要な科目として、福祉教育機関において
注目されている。この現場実習とは、精神保健福
祉士法1）により、学生は、精神病院等保健・医療
施設および社会復帰施設等福祉施設の2種類の機
関において、一定期間現場実習を行うことであ
る2）。前者は国公私立精神病院での現場実習が中
心であり、後者は精神保健福祉士法において、精
神障害者生活訓練施設（援護寮）3）、精神障害者
授産施設4）、精神障害者福祉工場5）などが実習施
設として規定されている。これらの社会復帰施設
には、中心的スタッフとして、精神科ソーシャル
ワーカーの配置が義務づけられている。そのた
め、学生の現場実習指導の効果は、むしろ、これ
ら社会復帰施設において強く期待されるところで
ある。
　本学では、1999年4月、はじめて精神保健福祉
士受験資格科目群が開講され、学生現場実習も開
始された。精神病院における学生現場実習（本
学、実習1）については、既にその結果を整理、
分析し、若干の考察を加えて報告した6）。同時
期、続いて精神障害者社会復帰施設での学生現場
実習（本学、実習H）も開始された。しかし、現
実には、実習中に担当教員が行った巡回指導や実
習後に開催された実習連絡協議会等の結果から、
教育機関における実習教育のあり方に様々な課題
が提起されたことも事実である。
　本文では、精神障害者社会復帰施設等福祉施設
における、学生現場実習状況を整理、分析し、改
めて教育機関における実習教育のあり方について
考察したいと考えている。
1　対象
　対象は、実習1と同様、本学1999年度4年生
（2000年3月16日卒業）の13名（女性11名，男性
2名：国家試験合格率91％）である。実習期間
は、実習1と実習ll、各々3週間（135時間）ず
つ、合計6週間（270時間）とし、本年度の4年生
のみ1年間の特別措置として、実習1、実習1を
同年度内に行った。
ll資料
D　実習の動機（表1）
　前述した通り、本文は、既にr長野大学紀
要7）』で報告した実習1に続く実習fiの検討であ
り、従って、対象学生の実習動機については、前
掲のそれを引用する。即ち、この科目群の履修登
録直前に行った学生へのアンケートから、全学生
が“具体的現実的動機”と“学習的抽象的動機”
の、大別した2つ以上の動機を持ち、単純な資格
1）講師
2）教授
3）助教授
1
74 長野大学紀要　第22巻第2号　2000
志向のみを動機とした学生はいなかった。
表1　実習の動機（複数回答）
動機　内　容 学生数 全実習生ﾆの割合
具体的現実的動機
資格をとってPSWの仕
魔ﾉ就く為
12名 92％
相談業務の仕事に就く為 5名 38％
社会復帰の遅れを知りた
｢為 5名 38％
身近な人からの影響の為 5名 38％
ボランティア又は講義で
ｷいた事を現場実習で知
閧ｽい為
4名 31％
社会福祉士コースから外
黷ｽ為 2名 15％
2）実習テーマ（表2）
　実習テーマは、実習1と同様、学生はテキスト
や本学社会福祉学科作成のr1999年度社会福祉実
習・精神保健福祉援助実習の手引8）』を参考に、
担当教員の個別指導を受けながら作成した。はじ
めての現場実習であったため、担当教員側も試行
錯誤の状況の中、学生の自由な発想や問題意識、
関心事を尊重し、指導を行った。
　最も多かったテーマは、「社会復帰施設におけ
る精神保健福祉士の役割を理解する」および「専
門職としての具体的援助・支援方法を学ぶ」が7
名ずつであった。次に、「地域で生活している施
設利用者（の生活のしづらさ）を理解する」6名
で、「施設の役割・機能の理解」と「施設と地域の
つながりを学ぶ」は2名以下であった。結局、学
生の6割（14／23名）はPSWの役割・援助技術
等、自己の将来の専門性への関心をテーマとして
いた。利用者理解は3割弱（26％）であり、施設
そのものの機能や地域とのつながりへの関心は約
1割（13％）であった。
3）実習先の概要（表3、表4）
　表4の示す通り、設立主体は、医療法人（病院
併設）6ケ所、社会福祉法人3ケ所、公立3ケ
所、財団法人1ケ所であり、精神病院の敷地ある
いは併設した社会復帰施設での現場実習と、社会
福祉法人や公立施設などの精神医療から独立した
社会復帰施設での現場実習とは、実習内容が異な
る可能性があることが推察された。設置上機能上
に精神医療から独立した社会復帰施設での現場実
習は6割弱であった。
　施設種別（表3）では、精神障害者生活訓練施
設（以下、援護寮）6名、精神障害者授産施設
（以下、授産施設）7名で、通所による授産施設
5名カミ多かった。
表3　実習皿の実習先
表2　実習皿における実習テーマ
社会復帰施設における精神保健福祉士の
?р?揄?ｷる 7名
専門職としての具体的援助・支援方法を
wぶ 7名
地域で生活している施設利用者（の生活
ﾌしづらさ）を理解する 6名
社会復帰施設の機能・役割について理解
ｷる 2名
施設と地域とのつながりについて学ぶ 1名
※複数のテーマ設定あり。
精神障害者生活訓練施設（援護寮） 6名
精神障害者通所授産施設 5名
精神障害老入所授産施設 2名
計　　　　　　　　　　　　　　　13名
　厚生省は、精神障害者の社会復帰の促進および
自立と社会経済活動への参加の促進を図るための
社会復帰施設を設置し、2003年までの具体的な整
備促進目標値を盛り込んだ障害者プランを策定し
ていた4）。しかし、学生が現場実習を行う実習施
設は、精神障害者福祉ホームや精神障害者地域生
活援助事業（グループホーム）は対象としていな
かった。その理由として、福祉ホームやグループ
2
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表4　実習皿の実習先概要
設置主体 施設種別 実習指導者 併設施設　の　有　無
1 社会福祉法人 通所授産 施設長 援護寮、生活支援センター
2 医療法人 援護寮 PSW 福祉ホーム、病院
3 市立 通所授産 指導員 無
4 財団法人 入所授産 施設長 通所授産、生活支援センター、保養施設、グループホーム
5 県立 援護寮 主幹兼管理課長 作業所
6 医療法人 入所授産 施設長 援護寮、ショートステイ、病院
7 市立 通所授産 PSW 無
8 社会福祉法人 通所授産 専任職員
9 医療法人 援護寮 施設長 入所授産、ショートステイ、病院
10 医療法人 援護寮 ワーカー長 生活支援センター、グループホーム，病院
11 社会福祉法人 通所授産 主任PSW 作業所、生活支援センター
12医療法人 援護寮 精神保健福祉士 病院
13 医療法人 援護寮 施設長 入所授産、ショートステイ、病院
※通所授産：精神障害者通所授産施設
　入所授産：精神障害者入所授産施設
援護寮：精神障害者生活訓練施設
ホームは生活施設であり、実習を行うには適して
いないと考えられるためである、と説明してい
た9）。
　従って、実習皿における現場実習の実習施設と
しては、援護寮、授産施設、精神障害者福祉工場
の3種類から選定することになったが、精神障害
者福祉工場は全国でわずか9施設（1999年4月1
日現在1°））しか設置されておらず、実際には、援
護寮か授産施設か、という選定となった。
　このことは、実習1の現場実習対象先の数と比
較してみると、精神病院等医療機関1，670ケ所、
精神保健福祉センター54ケ所、保健所663ケ所で
あるのに比べて、実習Hの現場実習先は、全国の
援護寮、授産施設、福祉工場全てを合わせた数で
も353グ所にすぎず、実習nの現場実習先の数は、
実習1のそれとは比較にならない少数であっ
たID。
　なお、2000年度からは、「精神保健及び精神障
害者福祉に関する法律等の一部を改正する法律」
（平成11年法律第65号）の公布にともない、精神
障害者地域生活支援センターが精神障害者社会復
帰施設に位置付けられ12）、実習施設としても認め
られることになった。
4）　実習行動（表5）
　実習行動は、大別して「活動への参加」と
「PSW業務」の2項目を中心に整理された。
　まず、「活動への参加」では、さらに下位項目と
して3つの参加（実習）行動に集約された。①作
業訓練リハビリテーション参加：施設内・外のプ
ログラムは、ともに作業療法的内容であった。②
利用老との交流：施設内では日常生活訓練（料
理、洗濯、掃除など）により、施設外では利用者
の職場での仕事を通じ、また退所者を訪問して日
常生活上の支援を行うことなどで交流を体験し
た。③グループ・プログラム参加：施設内では
SST（Social　Skills　Training）とメンバー会（自治
会、セルフ・ヘルプ・グループ活動など）に．、施
設外ではデイ・ケアやレクリエーション（スポー
ツなど）に参加をした。なお、4名の学生が、地
域交流活動（バザー、ボランティア、高齢者な
ど）を体験した。
　次に、rPSW業務」については、下位項目とし
て、就労支援と他職種・機関との連携業務（ミー
ティング、ケースカンファレンスも含む）および
利用者やスタッフとの同行体験（受診、外出、訪
問など）の3つの実習行動に分けられた。特に、
連携業務では、PSWカミ主導的に連携の必要性、
即ち利用者の状況把握や利用者のための事務手続
き上の連携、社会資源開拓と情報収集のための連
携などを行っている場面として実習体験した。
　なお、各種開催された勉強会に出席した学生が
3
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　表5　実習皿における実習行動
活動への参加
@く施設内〉
@〈施設外〉
9名
U名
T名
S名
R名
P名
作業
?p者との交流／日常生活訓練（料理、洗濯、掃除等）／レクリエーション
rST
叝岦ｶ活支援（食事サービス、イブニングサービス等）／スポーツ
ｩ治会（メンバー会）／創作活動
ﾆ族交流会／学習会／ミーティング／通信（編集・発行）その他
9名
T名
S名
R名
Q名
併設施設等での仕事
?p者の職場訪問および仕事体験（職親等）
ﾞ所者訪問および日常生活支援（休日支援）／OT見学および参加／併設施
ﾝ等でのレクリエーション
ｹ設施設等でのデイ・ケア
?p者引っ越し
地域交流活動 3名
P名
バザー等地域交流
{ランティアとの交流／高齢老との交流
見学等（併設施設等の見
wおよび活動参加）
5名
R名
Q名
P名
病院・病棟／グループホーム・共同住居
n域生活支援センター／病院デイ・ケア
㈹?ｾ／共同作業所
ﾛ健所デイ・ケア／診療所／OT／入所授産施設／福祉ホーム／就労センタ
[／相談室
10名
S名
R名
Q名
P名
就労支援
ﾊ接場面（生活相談）への同席
?叶燒ｾ（インテーク面接）／ケース記録閲覧・詳読
ﾂ別援助体験／病院でのPSW業務／家族療法
?ﾆ評価／情報提供／作業療法
PSW業務
@く援助技術〉
@〈同　　行〉
@〈ミーティソグ等〉
@〈連　　携〉
4名
R名
Q名
P名
利用者の外出同行
K問看護
ﾆ庭訪問
?f同行／施設長やPSWの外出同行
5名
R名
スタッフミーティング
Pースカンファレンス／判定会議（入所・退所）
12名
R名
P名
他職種との連携業務
ﾖ係機関
ﾛ健所／病院／他障害分野／福祉課
勉強会等 10名
R名
P名
医師、心理士、PSWによる講義および勉強会
ｧ協会主催の研修会等の参加
Xタッフ勉強会／ケースの説明／SST勉強会
　※各人数は実習体験人数、ひとりで複数の実習体験行動を示す。
多く、他の併設施設を見学する機会も多く与えら　　5）　学習内容（表6）
れた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前述4）の実習行動と同様、学習内容も多岐にわ
　社会復帰施設での実習行動は、学生ひとりひと　　たっていた。
りの行動範囲が広く、内容も多岐にわたってい　　　「施設の機能理解」で、例えば援護寮も授産施
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設も、利用者の社会復帰の促進を図ることを目的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　4　一
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　　　　　　　　　　　　　　表6　実習9における学習内容
77
施設の機能理解 12名 機能の多様性と必要性
4名 目的と利用動機のずれ
3名 利用期限の限界性
1名 精神病院との違い／スタヅフ構成と役割分担（連携）
利用老理解 12名 病気（症状）、特徴の理解
5名 生活のしづらさの理解／共感の体験
4名 “患者”との違い
3名 入院等による社会経験の不足
1名 様々な感情表現
関係づくり・ 12名 利用者主体
関わり方の学習 9名 コミュニケーションのとり方
8名 距離のとり方
6名 利用者の力を引き出す関わり方
4名 個別性の尊重
3名 見守る関わり
2名 目的のある会話／雰囲気づくり
1名 傾聴の学習／開かれた質問の仕方／巻き込まれの体験
PSWの 8名 個別ニーズの把握と対応
援助技術 6名 グループワーク／コミュニティワーク
3名 援助技術の具体的展開と応用方法
1名 生活相談／利用前後の支援／社会資源の利用／他専門職との連携／信頼関係
の形成／家族間の調整
状況把握 9名 社会復帰に至る時間の経過と困難性
6名 社会資源の不足
2名 地域リハビリテーションの意義
1名 他障害分野と比較しての遅れ
PSWの役割理解 6名 基本姿勢および専門的視点
（専門職として） 4名 自己決定の尊重
3名 利用者の権利擁護
2名 他職種との視点の違い／知識と経験／客観性
1名 精神病院PSWとの違い／自立概念のとらえ方／スーパービジョン／実践を
支える価値の必要性／質の向上／情報収集および状況把握／作業能力の評価
気づき 8名 自己覚知
7名 実習生としての立場および役割意識
4名 自己の振り返り／ピア・サポートおよびセルフ・ヘルプ・グループの必要性
2名 成長過程／人間性／感性／問題意識／柔軟性
1名 共感／感情吟味／過保護的な受容や優しさ／間違った意図的介入／事前学習
の必要性
課題（地域リハビリテー 10名 PSWとしての視点の確立
ションに向けて） 9名 地域社会への働きかけ（交流の場づくり）
4名 地域生活支援
3名 家族支援
2名 就労支援／社会資源の充足
1名 マンパワーの充足／医療との連携
※各人数は学習経験人数、ひとりで複数の学習経験を示す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　5一
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とする施設として位置付けられているカミ、施設利
用老の個別ニーズからとらえると、それは、利用
者にとっての集いの場であったり、憩いの場で
あったり、仲間との交流の場であったり、自己表
現・自己実現の場であったり、安心して過ごすこ
とカミできる場であったりなど、既存のデイ・ケア
や共同作業所的な役割も果たしていることを学生
は学び、このことが利用者の真の声であることか
ら、前述の社会復帰施設の目的と利用動機にずれ
があることを学習していた。また、地域の中で、
このような複雑で重要な役割を果たしている社会
復帰施設に利用期限が規定されていること、いわ
ゆる“回転”を期待される現状があるということ
を知り、それに対する社会資源の持つ限界を学ぶ
一方、社会復帰施設を利用する利用者側に施設利
用の動機づけがないと、その利用は意味のないも
のになってしまうのではないか、という疑問を抱
く学生もいた。
　「利用者理解」では、「病状の理解」と「生活の
しづらさへの理解」は、全学生がまず理解し、医
療の場とは異なり生活者として接することカミで
き、利用者の回復状況が認識できたことも報告さ
れた。
　「関係づくり・関わり方の学習」では、ほぼ全
員が「利用者主体」という関係づくりや関わり方
を体験した。次いで、受容や傾聴、共感など、精
神保健福祉士として必要な利用者に対する姿勢、
向き合い方を、時にはいわゆる“巻き込まれ”の
体験をしながら、良好なコミュニケーション形成
上の学習をした。一方、「利用者主体」を基本とし
て関わる時、「自然な態度」や「雰囲気づくり」が
大切であることも体験した。この「関係づくり・
関わり方の学習」では、実習先の指導者から個別
指導を受けた学生が多く、利用者との場面的な関
わりで「距離のとり方」の的確なスーパービジョ
ンを受けて、“感性教育”的体験になった。
　rPSWの援助技術」については、実習1で学ん
だ援助技術の理解を深める学習をしており、医療
機関と地域という活動領域の違いはあっても精神
保健福祉士としての援助技術には原点として差異
がないことを学んだ。その中で、実習］における
特徴である「グループワーク」と「コミュニティ
ワーク」について6名ずつが学習した。
　「状況把握」では、「社会復帰に至る時間の経過
と困難性」を理解した学生が最も多かった。例え
ば、一見順調に進んでいるようにみえた社会復帰
の状況が、利用者によっては急変する場合があっ
たり、なかなか表現されない利用者の意志や意向
を粘り強く待つ時間の長さは、社会復帰への道の
りが決して容易ではないことを学生に実感させ
た。
　また、約半数の学生は、利用者の個別的ニーズ
に合わせた利用が可能な社会資源の数の不足と
ネットワークにより、利用者の状況変化で相互に
交流できるようなシステムの不充分さなど、地域
リハビリテーションの困難な現状を理解すること
ヵミできた。
　「PSWの専門職として．の役割理解」は、「P－
SWの基本姿勢および専門的視点」を学んだ学生
が多く、中でも「自己決定の尊重」や「権利擁
護」という専門的視点に立った「利用者各々の生
活力に応じた生活支援という視点での援助が重要
な役割である」と報告した。2名は、チームワー
クの具体的場面であるスタッフミーティングや
ケースカンファレソス、判定会議などに同席した
経験や他専門職との連携業務を学び、他専門職と
の視点の違いを理解することによりPSWの専門
的視点をうきばりにすることカミできた。
　「気づき」としては、「自己覚知」により、自分
自身の持っている性格や傾向に向き合う体験を重
ね、「実習生としての立場および役割の意識」か
ら、各実習場面での自身の行動を意識化する学習
をした学生が多かった。
　以上の学習内容からほとんどの学生が、今後
「偏見を超えて地域社会へ働きかけることの大切
さ」や「自己のPSWへの適性」を課題としてい
た。
6）　評価（表7、表8）
　「実習評価」は、総合点で見ると5点6名、4
点6名と、高い評価点であった。その評価内容
は、rPSWの適性として利用者主体の関係づく
り」と「実習態度の熱心さ、積極性、主体性、誠
意」などにおいて高く評価された。
　ただ、真の専門職的感性としての「利用者との
距離のとり方・ニーズ把握」や「自己覚知による
6
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表7　実習llの実習評価
大　　項　　目
評　価　点　※
5 4 3 2
実習姿勢及び態度 2名 9名 2名 一
精神保健福祉士実践の
¥力 1名 8名 3名 1名
実習総合評価 6名 6名 1名 一
※：1一劣る、2一やや劣る、
　　5一優
3一普通、4一良、
7）　進路（表9）
　学生の「進路」については、精神保健・医療施
設の精神保健福祉士として就職した学生が8名
（約6割）であり、精神障害者社会復帰施設の2
名と合わせると、8割に近い学生が、進路を精神
保健福祉分野に決め、卒業した。対象学生の「実
習の動機（表1）」の明確性は、卒業後の進路と関
連性カミあった。
表8　実習llの実習評価の内容
評価のポイント
〈PSWとしての適性〉
〈実習態度〉
〈その他〉
指摘点
今後の課題
5名
4名
3名
2名
1名
6名
4名
1名
2名
4名
2名
1名
4名
2名
1名
関係づくり・コミュニケーションのとり方
利用老主体の関わり／成長の可能性・将来性
接し方・関わり／専門知識・事前学習／自己覚知
雰囲気づくり／心の動きの意識化／受容の姿勢／洞察力／配慮／理解力
ニーズの把握／状況把握／傾聴
積極的・主体的な姿勢
熱心さ、学ぶ意欲など／まじめさ、責任感、誠意など
良好な人間関係を築く性格／役割の理解
実習生の新鮮な意見（実習先への良い効果あり）
利用者との距離のとり方
利用者理解（ニーズ把握）が不十分
利用者に対する固定観念／自己覚知が不十分／実習計画書の各内容や項目の
理解が不十分／PSWとしての知識が不足／実習場面での戸惑い
長所を生かした知識および経験を積むこと
利用者への関わり方、関係づくりの方法／広い視野、多面的な見方
援助者としての視点の確立／技術等の習得／雰囲気づくり
大学への要望等
　・事前教育への期待。（3ケ所）
　・実習先と大学側との共通理解を得る場の必要性。
　・現場実習前の短期実習の必要性。
　・実習計画書作成上のより実践的な指導の必要性。
　・実習依頼の時期と計画性。
　・事務手続き上の問題についての指摘。
知識・経験の柔軟な使い方や視野の広さ」という
点では不充分さを指摘された。
　なお、本学では、評価点が示す内容の見直しと
して、2000年度より評価の表現を、1点「劣る」
から「一層の努力を要する」、2点「やや劣る」を
「努力を要する」に変えた13）。実習指導者の率直
な評価を、少しでも具体的に大学側教員および学
生に伝えてほしいとの願いからである。
表9　卒業後の進路
精神病院・クリニヅク 8名
総合病院 2名
精神障害者社会復帰施設 2名
その他の社会福祉施設 1名
計　　　　　　　　　13名
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皿　考察
D　実習状況の検討
　今回、資料の項目で整理、分析した精神障害者
社会復帰施設での現場実習状況の結果を、「社会
復帰施設における実習プログラムと内容14）」に
そって検討する。
　（1）導入・適応期
　全学生の実習先が援護寮と授産施設（通所・入
所）であり、各施設には精神科ソーシャルワー
カーや専任職員が配置されていたため、導入・適
応期でのオリエンテーションと各施設の歴史的背
景および設立のきっかけや目的などは、明確に説
明を受けることカミできた。全般的に、日本の社会
復帰施設が先駆的な施設を除いてまだ若いこと、
病院併設の実習先が多いことなどは、利用者の全
体的概要を知ることや各施設の特性を理解するこ
とが比較的容易であったことが、「実習行動（表
5）」の内容（併設施設等の見学および活動参加、
勉強会など）からも推察できる。
　（2）利用者の世界への接近期
　学生のほとんどが、それまで社会復帰施設関連
のイベントおよびボランティア講座への参加な
ど、いわゆる当事老との“ふれあい体験”がな
かった。このことは、精神病院における現場実習
（実習1）の延長のまま利用者と接する傾向があ
り、「病状の理解」、「関係ならびに距離のとり
方」、「利用者主体の関係づくり」などの面で、利
用者について改めて学習する機会カミ必要と考え
る。
　実際に、「学習内容（表6）」の「関係づくり・
関わり方の学習」では、多くの学生が各々の場面
で指導を受け、実習中に「利用者主体のための雰
囲気づくりおよび利用者との距離のとり方」への
的確なスーパービジョンを受けている。いわゆる
“感性的教育”カミ行われたといえる。この点で、
「利用者の世界への接近」の段階は、ほぼ充足さ
れている。しかし、「利用者のニーズ把握、困って
いること、望んでいることなどの理解15）」という
面で、　“専門職的感性”カミまだ育成され難い状況
にあることは、「評価」の際にも指摘されている。
このことは、学生が知識や経験を、柔軟性をもっ
て広い視野で使うことができるかどうかという自
己覚知とも関連し、「自分の生活の中身を振り
返ってみる16）」段階までには至っていない、とい
うことを示している。
　（3）業務・職種の世界への接近期
　この段階の指導目標のうち、ほとんどの学生が
達成できたと思われるプログラムは、他職種なら
びに他機関との連携（表5）である。反対に、実
習体験に乏しかった内容は、「インテーク面接」、
「処遇計画の立案」、「アパート探しなど具体的援
助」ならびに「電話相談に対する対応」など、直
接的援助体験である。
　ケースカンファレンス、スタッフミーティン
グ、グループ活動への参加は8～10名（6～7
割）の学生が体験しているが、充分とは言い難
い。医師、心理士、PSWによる講義および研修会
など、勉強会プログラムへの参加の機会が多く
（表5）、むしろ、このプログラムは、「業務・職
種の世界への接近」段階というより、現場実習以
前に、例えば教育機関の事前学習の段階で行われ
るべきプログラムと考えられる。
　（4）総括期
　多様で複雑な機能の社会復帰施設の中で、ひと
りの利用者の入所時から退所時、さらに地域住民
のひとりとして暮らす状況など、事例について経
過的関わりを学ぶとすれば、この事例検討は、教
育機関における事後指導として、「なぜ自分は他
人の生活にかかわることができるのかIT）」という
事項とともに検討すべき内容と考える。
2）　教育機関における実習教育のあり方
　精神障害者社会復帰施設における学生現場実習
結果を整理、分析、考察した結果、教育機関にお
ける事前教育、事後教育の、2～3の具体的方法
を述べたい。
　（1）事前教育
　①「ふれあい体験学習」の必要性
　前述（本文6ページ）した通り、今回の現場実
習で、多くの実習指導者は、「利用者の疾病と障
害を併せもつ精神障害の特徴をふまえて、ひとり
の生活者として主体的存在であることを認識し尊
重する」　“関係づくり”の場面に力点を置いて指
導している。学生が、もし事前に、この利用者の
状況を少しでも理解していれば、実習指導者の
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　“関係づくり”指導は一層容易になり、限られた
時間に多くかつ深くを教えることができるのでは
ないかと考える。ここでの「ふれあい体験学習」
とは、社会復帰施設のイベントやボランティア講
座への参加などである。
　②　学外講義、勉強会への出席
　学生の大半は、現場実習中に勉強会への出席の
機会を得ている。しかし、このプログラムは、「自
己覚知による知識・経験の柔軟な使い方や視野の
広さ」（本文7ページ「評価」の項）を修得するた
めの事前学習に位置付けることカミよいと考える。
　③　“感性教育”の試み
　現場実習期間中、最も深めなければならない課
題は、「利用者のニーズ、望み、不満などの理解
　（本文8ページ）」に対する専門職的感性の修得
であり、「利用者の主体的力を高めていくこと18）」
の指導者の援助技術を学習することである。この
学習は、社会復帰施設でなければ学び得ない援助
技術である。多くの指導者は、そこに時間を費や
すことを本来の目標とするはずである。そのため
には、学生は、事前学習として、改めて「バイス
ティックの7原則19）」を、社会復帰施設利用者の
基本的要求にいかに修正、応用するかを理解して
おかねばならない。
　この個別援助技術の特性をふまえることによ
り、学生が、「利用者主体」、「受容」、「自己決定」
などの言葉を表面的に安易に用いることを戒める
事前教育も必要ではないかと考える。即ち、「援
助者が利用者を受容する上で障害となる」状況
や、「援助者の代弁的役割の選択」などについて
学習することである。
　さらに、「自己覚知」は、この実習ではバイス
ティックの「統制された情緒的関与の原則」の指
導でもあり、事例を中心に、場合によっては教育
分析や自己分析の方法も必要と考える。
　（2）事後教育
　①　精神障害者社会復帰施設での現場実習後の
　　動機づけ再確認
　学生は、実習後のまとめを行う段階で報告書を
作成し、報告会を行う。この質疑応答の段階で、
学生は、「なぜ自分が他人の生活に関わることが
できるのか」、「生活するとはどういうことか」な
どを考え、この現場実習の動機を改めて振り返る
ことができる。
　今回の実習生の卒後進路（表9）と実習動機の
再確認とは、無関係ではないと考える。
　②利用者の「社会復帰」について考える学習
　　時間を持つ
　藤井は2°）、「社会復帰」のとらえ方として、「作
業所やグループホームを利用するということは、
地域社会に身を置くことであり、社会参加を果た
していると認識すべきであろう。社会復帰や社会
生活というとらえ方を、当事者自身がもっと広く
考えてもいいのではなかろうか。」と述べ、「障害
がある人々に最も近接した存在である家族や医療
関係者が、率先してそのような認識に立つことが
肝要である。」と考えている。現場実習終了後、学
生のひとりひとりが、精神障害を持つ人たちの
「社会復帰とは何か」について考える時間を持つ
ことは、意義あることと考える。
おわりに
　今回、本文では、精神障害者社会復帰施設等福
祉施設における、学生の実習状況を整理、分析
し、改めて教育機関における実習教育のあり方に
ついて考察した。
　その結果、精神障害者社会復帰施設（実習］）
における「事前教育」として、以下の3点が重要
であることを明らかにした。
①イベントやボランティア講座への参加等、当事
　者との“ふれあいの場”を経験すること。
②学外講義・勉強会への出席をすること。
③利用者のニーズ、望み、不満などの理解に対す
　る専門職的感性を修得するための“感性教育”
　を試みること。
　また、「事後教育」として、
①現場実習後、動機づけの再確認をすること。
②精神障害者社会復帰施設利用者の「社会復帰」
　について考える学習時間を持つこと。
などを明らかにした。
　以上の結果から、実習9は、実習1の体験を経
て、社会復帰施設としての“専門職的感性”の修
得現場であることが理解できた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（完）
　　　　　　　　　　　　（2000．6．27受理）
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　本論文の一部は、第36回日本精神保健福祉士協
会全国大会2000年PSW東京大会において報告し
た。
〈註＞
1）精神保健福祉士法：
　精神医療における人権の確保や精神障害者の社会
　復帰の促進のため、その人材の充実の観点から、
　精神保健福祉士の国家資格化を定めた法律。厚生
　省大臣官房障害保健福祉部精神保健福祉課監修
　　r精神保健福祉士法詳解』ぎょうせい　1998年、
　P．2。
2）同前書、p．211。
3）精神障害者生活訓練施設（援護寮）：
　回復途上にある精神障害者に原則2年以内の期
　間、生活の場を提供し、必置されているPSW等
　の精神保健福祉の専門知識を持ったスタヅフによ
　　り生活指導訓練等を行い、日常生活に適応できる
　　ようにすることを目的としたおおむね20名定員の
　施設である。この施設は長期入院となり、社会的
　入院となっている精神障害者に生活の場を提供
　　し、社会生活への適応訓練を目的とした精神科リ
　ハビリテーションでいう住居プログラムの一つで
　　ある。また、ショートスティの役割機能を加える
　　ことにより、精神障害者の再発を未然に防ぐこと
　　にも役立ち、家族との軋櫟回避や単身生活の中で
　　の孤立感、孤独感からの解放的にも役立つように
　　なってきている。日本精神医学ソーシャルワー
　　カー協会r改訂これからの精神保健福祉一精神保
　健福祉士ガイドブヅクー』へるす出版　1998年、
　　p．100。
4）精神障害者授産施設：
　雇用されることが困難な精神障害者であって、相
　　当程度の作業能力を有する者を通所させ、必要な
　　訓練を行って自活の促進を図り、将来就労を希望
　　する精神障害者の通う施設である。この施設には
　　定員20名以上の通所授産施設と定員30名以内の入
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